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第6章 盛土に伴う軟弱粘土地盤の強度

増加

αU
 

1 序 説

軟弱粘土地盤における盛土の築造においては， 築堤時に最も懸念される盛土基礎地盤の

すべり破壊から築堤後長期にわたって継続する圧千百 沈下や側方流動などの地盤変状まで，

多様な地盤工学的問題が生じるlト3 ) ζれら築堤時のすべり破壊に対する安定性の検討や

地盤変状の防止などはいわゆる軟弱地盤対策における重要な課題である.

盛土基礎地盤の変形は一般に次の支配凶子に大きく�維を受けるとJSえられる.

①土質条件:土のせん断強度， 圧縮性， 透水性など，

②幾何学条件:盛土の幅や長さ， 粘土!国のj￥さ， 排水距離など，

③応力条件:盛土の高さ(応力の大きさ) ， 施工速度(戟何速度〉など，

④排水条件:実際には， 地盤の透水性， 排水�I!離， 純T.i主j交など①"-' (�ìの条件によって

決定される場合が多い.

また， ③応力条件は， (a)過去の応力履歴:堆積 ・圧管条件など， (b)現イEの応力状般:有

効応力や間隙水圧の深度分布など， (c)地盤への将来の働きかけ:上記した盛土の施工条件

などにさらに詳しく分類され4\太田4 )はこれら応力条件を考慮することの重要性を指摘

している.

盛土基礎地盤のすべり破壊を含む変形挙 動 の検討やそのメカ ニズムの解明および軟弱地

盤対策工法の有効性の検討などを目的とする場合には， 地盤の変形に影響を及ぼす種々の

条件を適切にモデル化(単純化や理想化) し， それらを比較的容易に制御することができ

る模型実験を実施することは直接的で合理的な手法である5ト7 ) 

本章では， まず， 軟弱粘土地盤の圧密過程から盛土の施工過程に至るまでをモデル化し
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て再現できる僕型実験装置8)- 10)の開発について論じる. 次いで， 応力条件のうち軟必粘

土地盤の圧密期間と盛土荷重の載荷速度が異なる築堤僕型実験8 )・11)の結果に基づいて，

例えば， 埋立て地盤のように一次圧密過程の途rllにある木正{flC状態の軟弱粘土地盤の盛ょ

に伴う変形挙動と強度増加特性について考察する. そして， 第5章において提案されたLE

密に伴う粘土の強度増加の評価法1 2 )の実際問題への適用の可能性をモデル地盤のコーン貰

入抵抗に基づいて検証する.
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6 . 2 

6 _ 
2 _  

軟弱地盤対策のための築堤模型実験

装置の開発

1 ヨミ属食峯長吉霊カく{jj信えーる.....--...之き恒三台E三と

艮去を主QJ�至極食遺主百室。〉担eél昨を

実験装置が備えるべき性能を挙げると次のようである

①軟弱地盤対策工をモデル化して比較的待必に-，Ii現するために， 実験装[世は1五ノJlJJでの

中型の二次元平面ひずみ土 槽 実 験装置とする. ま た， このとき上袖型 の 災験装[世にお

いて肢もIllj組となる土地-のほ1(lf 雌僚をできるだけ料以する

②軟弱粘土地盤の圧出過程から盛土の純工過松までをモデル化しJli刻するために， 軟ω

粘土地盤の大きな変形に十分に追随でき， しかも地盤の変形を拘3+[しない似荷機備を

備えること.

③粘土の強度 ・ 変形特性は， 周知のように， 圧密履歴に大きく影響を受ける. 軟弱粘土

地盤の圧密過程における上戟圧を除荷した過圧密地盤上の築疑実験は勿論のこと， 一

定の上載圧を負荷したままの正規圧密状態のモデル地盤に盛土荷重を載荷できること.

④盛土荷重載荷過程においては， 実際の盛土断面を模擬したたわみ性基礎の荷重を， し

かも築堤の施工過程を考慮した漸増荷重として載荷できること.

⑤盛土基礎地盤の地表面および地盤内の変形量(鉛直および水平変位)を精度良く測定

できること.

⑥間隙水圧および土圧を精度良く測定できること.

⑦軟弱粘土地盤の排水条件や水位を制御できること.

以上の列挙した検討項目に関して既往の実験装置についてまとめると次のようである.

①に関して， 壁面摩擦を軽減するための有効な方法にはI (a)ラテックスメンブレンとシ

リコングリースを使用する方法13). 1 4 )と(b)壁面に寒天膜を設ける方法がある1 5). 1 6) 

また， 二 次元平面ひずみ条件を実現するためには土槽にかなり大きな剛性が必要であ

る14)

②に関してI (a)砂鉄や鉛の散弾などを敷き詰めることにより低レベルの等分布荷重を載

荷する方法17〉 18)， と(b)ラパーバッグを用いて上載圧を負荷する方法19〉~23)， また，
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(c)土椿底面の排水層に負圧を作用させて浸透圧密させる方法2 4 )もある.

③に関して， ②(a)および(b)の方法を用いれば上載圧を除荷することなく， 正規圧密状

態の地盤に盛土荷重を載荷することが可能である. ただし， (b)の方法の場合には盛土
部分と周辺地盤とを分離する仕切板が必要である19)，20)，23)

④に関して， たわみ性基礎の荷重を載荷するための方法7)として， (a)鉄筋2 5 )および砂

鉄や鉛の散弾17)などを堤防断面と同じ形に直接税み上げる方法， (b)敷砂を介して細

分した鉄板を積み上げる方法26)， (C)盛土幅分のエアーバッグを介して剛盤で戟荷す
る方法27 )・28)， (d)エアーバッグにより直接戦荷する方法19)，20)，23)， (e)薄いゴム

マットの上に分割した鋼製載荷板を設置し， 天秤により応力制御で戟荷する方法2 9 )が

ある. このうちの(a)， (b)および(e)法は， 盛L何重の形状と�仰述!交のi判ノiを考慮す

ることができる. また， (d)法では平面ひずみブ�ÎîIJの変形が- - f議になるように， エアー

バッグの載荷面にアクリル俸が敷き詰められている20 ) 

⑤に関して， 地表面の鉛直変位はほとんどの場合においてダイヤルゲージで測定される.

水平変位や地盤内の変位を測定するためのノj法としては， (a)地盤に傑，'，1，(を設慢するノj
法22)，26)，27)，31)と(b)壁面蜂僚軽減) 1]の メンブ レンに 記した佑子をt失点とする ん'- il
がある3 0 ) このうち(a)法の標点には， 吸盤十J-きのアルミ俸をガラス泊iに設置するも
の22) 27)， 地盤の前面に干しうどんを挿入するもの26〉， 鉛玉の動きをX線写真で撮

影する3 1 )などのユニークな方法がある.

⑤に関して， 間隙水圧を精度良く測定するためには軟弱粘土地盤の飽和度を高める必要
があり， そのためにバックプレッシャーを負荷できる装置もある22 ) しかしながら，

一般の土槽実験においては間隙水圧や土圧の測定精度はまだ十分ではないようである.

⑦に関して， 排水条件は地盤底面のみの片面排水あるいは地表面と底面の両面排水とす
る場合が多い. 両面排水の場合には地表面からの排水経路に工夫が必要である. また，

排水経路に定水位水槽を設置して水頭差を一定にしたものもある20 ) 

6 _ 2 _  2 彦君ラ詮しアこ穿ミE謡食差吏官室OJ持fn文ネゴJ二とJ'

斗守 宅数

6. 2. 1の考察から， 軟弱粘土地盤の圧密過程から対策工の施工および盛土の筋工過

程までをモデル化し再現できる中型の模型実験装置 (Photo.6.1) を開発した. 本装置は，
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F i g. 6. 1に示すように， 大別するとC 1 )平面ひずみ実験土槽と(2)盛土荷重戟荷装置とから締

成される. 以下に個々の特徴を説明する.

( 1 ) 平面ひずみ実験土槽

( a )寸法と構成

軟弱地盤対策工法のモデル化を考慮、して， 長さCL)236cm， 幅('N)40cm， 深さ(D)70cmと，

この種の室内実験装置としてはやや大きめの中型土槽とした. 土槽の前面には硬質ガラス

(厚さt=1.5crn)， 背面には透明アクリル板Ct=2.5cm)を用いることにより， 装置の剛性

を高めるとともに地盤内の変形を直接観測できるようにした. また， 土槽上面を全て鋼製

の上蓋で固定し， 前面および背面にも観測を妨げない程度に鋼製の格子仮を設置している

ので二次元平面ひずみ条件を満足できるものと考える.

地盤内の間隙水圧と土圧の分布を測定できるように， Illi 除、水 圧計の取り付けプラグを背

面の透明アクリル板に36箇所， 土庄計の取り付けプラグを背面と底板に13箇所設けている

(Fig. 6.1) . 

( b ) 予圧密応力および上載圧載荷主義構

軟弱粘土地盤の予圧密応力の戟荷は， F i g. 6. 1に示すように， 盛上部分に 4佃( 21凶x2刈)

と盛土敷外の周辺地盤にそれぞれ10個(5個x2列〉が備えられたラバープレッシャーバッグ

(厚さt=O.5rnrn)を用いて， 空気圧により行う(Photo.6.2参照). ラバーバッグはLI��過

程での試料の大きな変形に十分追随可能であり， 盛土荷重戟荷過程においては， 盛土基礎

地盤の変形を拘束することなく， 一定の上載圧を負荷したままの状態で側方流動などの地

盤の変形にフレキシブルに対応できる. また， スラリー状の粘土試料を予圧密する際の戟

荷面の安定と変形が平面ひずみ条件となるように， ラバーバッグの下にアルミパイプ(直

径ゆ=lcm)を敷き詰めることとした(Photo.6.6参照) • 

なお， 軟弱粘土地盤の表面の鉛直変位を測定するために， ラバーバッグの聞にフリクシ

ョンスリーブのための外管を有する沈下板を設置している.

( c )壁面摩擦の軽減機構

土槽の壁面にシリコングリースを塗布し、 メンブレンを貼付することで壁面の摩擦を軽

減する方法1 3). 1 4 )を採用した. ただし， この方法は， 主に砂地盤を対象に用いられること

が多く， モデル地盤作成後の地盤の変形に対しては有効性が認められている3 0 ) しかしな

がら， 軟弱粘土地盤の圧密過程においてはメンブレンの変形が粘土試料の非常に大きな変

形に対して追随できない. そこで， F i g. 6. 2に示すような， 新たな壁面摩擦の軽減機機を考
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案した. シリコングリースとラバーシートを用いることは同じであるが， 土槽の前而と 背

面にラバーシートの巻上げ俄構を設けたものである. すなわち， 予怨される試料の圧也f沈

下量の分だけラパーシートを巻上げ伸ばしておき， 実験中の沈下量に合わせて巻き上げ量

を戻していくための機構である. このことによりラバーシートはたるむことなく数十cmの

沈下量に対しても追随できる.

( d )軟弱粘土地盤の排水条件と水位の制御

地盤の排水は， F i g. 6. 1に示すように， 底板のポーラスストン付ーき排水プラグと側面のポ

ーラスメタルを介して上下可動式のビューレットより行う. 地盤の表面および底面に排水

層として砂層を設けることで， 地表面および底面からの排水を十分に確保することができ

る. また， 左右のビューレットの水位を調整することで軟弱粘土地盤の水位を一定に保つ

ことができる.

( 2 ) 盛土荷重載荷装置

載荷装置は， F i g. 6. 1に示すように， 36crnの盛土部分を断面が3cm x 40cmの12個の塩化ビ

ニル製の載荷板に分割し， 各々2本のエアーアクチュエーター(最大ストローク30crn)を介

し予圧密応力または盛土荷重を個々に制御するものである. 各載荷板の間にはシリコング
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リースを塗布し相互の摩療を軽減している. これらの工夫により， 実際の盛土の断面形状

を模擬したたわみ性基礎の荷重を， しかも， 築堤の施工過程を考慮した段階的な漸増荷重

として載荷することが可能である. また， 12個の載荷板に分割して載荷することで， 盛土

幅を36cmC=3crnxI2)を最大に変化させることもできる. さらに， 載荷板がラバーバッグの仕

切板となるので上載圧を負荷した正規圧密状慾の地盤に盛土荷重を載荷することができる.

6 _ 2 _  

( 1 ) 試料

3 言式米斗ヰヨJ二ひ- 5足属会二万主去

試料は， 熊本県白川河口より3. 1 km上流の高水敷において， 深度14 ......... 24mの地点より採取

した有明粘土CG.二2.66， wn=96出， wL=68.8児， Ip=29.3， 粘土分46. 5%， シルト分31. 5別 で

ある. 際分や貝殻等を除去するために5mmのふるいを通過させ， 調整槽内で十分に撹枠する

こ とにより試料調整を行った. 標 準圧密試験の結果から， 圧 縮指数 : Cc =0.524， 膨潤指数

: Cs二0.0745， また， p=29.4kPaにおける圧密係数および透水係数はそれぞれCv =26. 3cm 2 / 

dayおよびk=2.47xlO-scm/secの値が得られた.

( 2 ) 実験方法

( a ) モデル地盤の圧密過程

土槽の前面および背面にシリコングリースを塗布し， ラバーシート〈厚さt=2mrn)を貼付

して壁面摩擦の軽減機構を設置した. その後， 含水比Wo二96犯の繰り返した試料をスクリュ

ーポンプにより土槽に均一に搬入し初期層厚Ho二68cmとした. このとき試料の締固めなどは

行わず， 初期層厚は試料の初期含水比とスクリューポンプの搬入速度により制御した. 排

水条件は両面排水であり， それぞれ粘土層の表面および底面に敷いた厚さlcmの砂層とろ紙

および排水材(不織布)を介して行った. ラバープレッシャーバッグによりpo=30kPaの上

載圧(予圧密応力)を所定の期間載荷してモデル地盤を作製した. なお， スラリー状の粘

土試料を予圧密する際の載荷面の安定と変形条件を制御するためにラパーバッグの下にア

ルミパイプ(直径ゆ=1cm )を敷き詰めた. 実験手順の概要をPhotos. 6. 3，......6. 7に示す.

(b ) 盛土荷重載荷過程

所定の圧密期間の少し前に上載圧を一時除荷して盛土荷重載荷装置を平面ひずみ実験土

構に設置し， 再びpo=30 kPaで圧密を継続することによりモデル地盤を正規圧密状態にした.
その後， さらに， 盛土幅B=27cm C3crn x 9)の部分に所定の盛土荷重を段階的な漸増荷重と
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Photo. 6.1 Test appara旬s under loading 

Photo. 6.2 Rubber pressure bags 

Photo. 6.3 Lubrication of side wall with silicone grease and rubber membrane 

147 



Photo. 6.5 Packing Ariake clay in slurry condition in soil bin 

Photo. 6.4 Drainage layer， sand layer and nonwoven fabric 

Photo. 6.6 Drainage layer， filter paper and sand layer， and aluminum pipes 

148 



Photo. 6.7 Under preconsolidation of clay layer 
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して載荷した(Photo.6.1を参照) • 

Case-l (圧密期間31日 ・ 盛土荷重を急速戟荷)およびCase-2 (圧街則問71U ・

荷重条件の詳細をF i g. 6. 3に示す.の2種類を行った.盛土荷重を緩速段階載荷)

実験は，

-/1 ‘ .... 

3cm x 5=15cm 

: 1'1 
� '\ �: P_u_ μseJj : l 

i-一一
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3 l .5 
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on embankmcnt foundation 

Fig.6.3 

測定項目( c ) 

側方流動などの地盤内地表面の変位はダイヤルゲージにより，地盤の変形挙動のうち，

の変位は壁面の摩擦軽減のためのラバーシートに記した標点の変位を記録することにより

盛土載荷過程における地表面の鉛直変位をダイヤルゲージおよびラF i g. 6. 4は，測定した.

棋点は地盤内でなお，ハーシートに記した標点の変位から整理したデータの一例である.

地盤内変位の両者の値は良く一致しており，最も地表面に近い位置のものを用いている.

測定方法の妥当性が確認される.

変形挙動を定性的に検討するためのデータに土圧と間隙水圧の測定も行ったが，なお，

それらの具体的な結果については割愛する.とどめて

モデル地盤の初期条件( d ) 

Case -1およびCase-2における圧密過程終了後のモデル地盤の初期貫入抵抗をF i g. 6. 5は，

.断面積6.38cm2)により測定したものである.

Case -1の地盤の

(先端角30。

Case-lおよびCase-2のモデル地盤の層厚はそれぞれ約60cmと53cmであり，
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貫入抵抗はCase-2の1/2......1/3程度である. また， 両者ともに粘土層の排水境界と非排水境

界での貫入抵抗にたいへん大きな差が生じている. すなわち， Ca s e -1， Ca s e - 2ともに一次

圧密途中における未圧密状態の粘土地盤であると考えられる.

なお， 排水境界である粘土層の表面と底面での貫入抵抗がほとんど等しい値を示してい

ることから， 載荷応力は底面までほとんど損失なく伝わっていることことが推測される.

また， 実際に背面で測定している土圧の値は表面と底面付近でほぼ等しいことを確認して

い る . こ れらのことは壁面摩 擦 の軽減機 構 の 有効性を示 すものである.
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6. 3 盛土に伴う軟弱粘土地盤の変形挙動

盛土基礎軟弱粘土地盤の変形は圧密変形とせん断変形が同時に生じるので， その強度増

加特性は地盤の変形挙動に大きく影響を受ける. したがって， 本節では， 盛土に伴う軟弱

粘土地盤の強度増加特性を支配する盛土基礎地盤の変形挙動について考察する.

6 _ 3 _  1 封主主云隻在oOJ琴芝m主君主主霊安y

Fig. 6. 6 (a) (b)は， 2つの実験ケースにおける地表面の鉛直変位の経時変化を示したもの

である. 以下に述べるように応力条件の差異により全く異なった挙動を示している.

(a) Case-1 (圧密期間31 日 ・盛土荷重を急速載荷)

盛土荷重P 1二+20kPaの第l段戟荷において， 盛土部分(幅B二27cm， x=O，..._， 13. 5cm)の基礎地

盤は載荷直後から沈下しているが， 盛土中心からx=23.5cmの地点では地盤は初めに少し隆

起した後に盛土部分に引き込まれるように沈下している. 一方， 盛土からさらに離れた地

点においては地盤は戦荷直後から隆起して， 盛土帽の約1.5倍の地点(x=38.5cm)において

最大7.7mm (盛土の沈下量の1/3程度〉の隆起が生じている. また， その後の盛土荷重の放

置期間においては， 一度隆起した地盤も沈下の傾向を示している. このように盛土側方の

地盤が， まず外側に向かつて隆起して， 次いで盛土下方に引き込まれるように沈下すると

いう挙動は原位置においても観測されている3 2)， 3 6 ) そして， Case-1の場合には引き続く

第2段の急速載荷(P2=+20kPa)の直後に急激なすべり破嬢が生じた.

(b) Case-2 (圧密期間71 日 ・ 盛土荷重を緩速段階載荷)

Case-1の場合と異なり， いずれの地点においても地盤は沈下しており隆起は生じなかっ

た. また， 第l段から第3段までの盛土荷重 に対しても盛土基礎地盤のすべり破壊の兆候は

全く認められなかった.

なお， 6. 2. 3 (d)で述べたようにモデル地盤は一次圧密途中における未圧密状態

の地盤である. 次節で考察するF i g. 6.7 (b)の変位ベクトルから判断して， x=68.5cmの地点

における 地盤の沈下は， すべてpo=30kPaの上載圧による圧密沈下の継続分であり， 盛土荷

重によるものではないと考えられる. したがって， その他のすべての地点における沈下量

にも同量の圧密沈下量が加算されていると考えられる.
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Fig. 6.7 (a) (b)は， それぞれCase-lおよひ�Case-2の場合における地盤内の変位ベクトルを，

また， Fig. 6. 8 (a) (b)は， それぞれCase-lおよひ(Case-2の場合における地盤内の水平変位分

布を示したものである. 以下にケースごとの地盤内の変形挙動について述べる.

(a) Case-1 (圧密期間31 日 ・盛土荷重を急速載荷)

F i g. 6. 7 (a)の変位ベクトルから判断して， 盛土基礎地盤の変位は深さ方向にはD=40crn程

度にまで及んでいる. また， 盛土中心直下の地盤内の変位ベクトルの方向が鉛直方向のみ

であるのに対して， 盛土法尻に近し、x=lOc回付近から外側の地点においては盛土の外側に向

かう水平変位が生じ， さらに， 前節でも述べたように， x=35----g0crn付近の地盤は隆起して

いる. したがって， Case-lの場合における盛土基槌地盤の変形の範凶は， 深さプ/1句には盛

土幅の約1.5倍であり， 水平方向には3倍以上の広範囲に及んでいる.

地盤の水平変位量は， Fig. 6. 8 (a)に示すように， 深さD=20cm (=0.758)付近で最大値

(x=25crn付近の地点においてδ=12.5rnm)を示している. この深度は， F i g. 6. 5に示したよ

うに， 地盤のコーン貫入抵抗が最も小さい地点に相当する. また， x=60cm十l'近の地点にお

いて， 水平変位が盛土荷重の放置期間に減少していることも特徴的なことである.

(b) Case-2 (圧密期間71 日 ・盛土荷重を緩速段階載荷)

Fig.6.7(b)の変位ベクトルから判断して， 地盤内の変位は， Pl十p2+ps=50kPaの載荷段階

において深さ方向にはおよそか40cm(D= 1. 58)の地点まで及んでいる. ここで注意すべき

点は， x=60cm付近の変位ベクトルが鉛直下向きを示していることである. すなわち， x=60 

cmの地点より外側の地点における地盤の変形は盛土荷重によるものではなく， これらの地

点の鉛直変位はすべてpo=30kPaの上載圧による圧密沈下の継続分であると考えられる. し

たがって， Case-2の場合， 盛土基礎地盤の変形の範囲は， pdpz+ps=50kPaの盛土荷重に対

しても， 水平方向には盛土幅のおよそ2倍程度であり， Case-1に比べて減少している.

水平変位は， Fig. 6. 8 (b)に示すように， 深さD=25crn(= 1. 08)付近の地点で最大値(x=

18cm付近の地点においてδ=6.5mm)を示す. やはりCase-1と同様に， この深度は地盤のコ

ーン貫入抵抗が最も小さい地点に相当する(Fig.6. 5参照). また， Case-lほど明瞭ではな

いが， 盛土荷重の放置期間においてX二60cm付近の水平変位が同様に減少している.
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6 - 3 3 昼主E α〉方包 年喜子理主

盛土基礎地盤のすべり破壊に対する安定性の状態は， 通常， 盛土施工期間において最も

危険な状態となり， 盛土完成後は圧密により基礎地盤のせん断強度が増加するので安定す

る方向へ向かう. 盛土基礎地盤のすべり破壊を施工中の計測データから予測する方法のう

ち松尾 ・ 川村の方法3 3 )と富永 ・ 橋本の方法3 <1 )を本実験に適用することにより， 末圧街状

態の軟弱粘土地盤における盛土の施工管理について考終する.

F i g. 6. 9およびF i g. 6. 10は， 松尾 ・ 川村の方法による盛土の施工管理図である. ただし，

F i g. 6. 9は， 盛土中心における地表面の沈下量(So)と盛土法尻における地表面の水平変位

量(δ1 )をノぞラメータにmし、たものであり， F i g. 6. 10は， IlîJじくSoと盛上法1JLにおける地

盤内の最大水平変位量(δmax)を用いたものである. 同級に， F i g. 6. 11およびF i g. 6. 12は，

富永・ 橋本の方法であり， それぞれSoとδ1およびSoとδmaxを用いたものである. ただし，

61およびδmaxには， 盛 土法尻 (x= 13.5cm) に肢も近いtJIiJ，I，I，l� (Casc-l : x=23. 5cm， Casc 2 

: x=18. 2crn)の計測結果を用いた. 2つの方法ともに地表面の水平変位量(δ1 )を用いた

場合にはCase-l (第2段の急速載荷(Pl十P2=20t20kPa)の直後に急激なすべり破壊を生じた. ) 

とCase-2 (第l段から第3段までの盛土荷重(p dp2十p3=20十20tl0kPa)に対してもすべり破

壊の兆候は全く認められなかった. )の変形挙動の違いが管理図にあまり表されない. こ

れに対して， 地盤内の最大水平変位量(δmax)を用いた場合の方がその挙動の違いをより

良く評価できるようである.

本実験のように圧密応力の噌加量と載荷速度が大きく， 排水距離が長い場合の未圧密状

態の軟弱粘土地盤においては， F i g. 6. 5に示したように粘土層の排水境界と非排水境界での

貫入抵抗にたいへん大きな差が生じる. 地盤の表面に排水層がある場合の地盤内の強度分

布は， 地表面付近に堅固な層が存在し， 深さ方向に一様に強度が増加する一般の正規圧密

地盤のそれとは大きく異なっている. このような強度分布を有する地盤には， 海水準の変

動や地表面からの乾燥を受けたクラストを有する軟弱地盤や浅層混合処理工法により表面

部分を固化された改良地盤などが相当する3 5 ) 中瀬ら3 5)は， クラストを有する地盤の変

形挙動は正規圧密地盤の挙動と異なり， クラスト下端において水平変位が卓越することを

報告している. したがって 地盤内に軟弱な層を有する未圧密状態の軟弱粘土地盤や地表

面に堅固な層が存在するような地盤において盛土の施工管理を行う場合には， 地盤内の強

度分布を的確に把握することがより重要であり， 地表面の水平変位ではなく， 地盤内の最

158 



大水平変位を用いた方が変形挙動を的確に予測できると考える.
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6. 4. 

6 _ 4 _  1 

盛土に伴う軟弱粘土地盤の貫入

抵抗の増加特性

ヰ次写弓手占二上対主主金霊OJ亡きアスk上七ヰヨJ二と〆

主雲t ;末、 長玉己 主前乙

F i g. 6. 13およびFi g. 6. 14は， それぞれCase-lの場合における地盤内の含水比分布および

コーン貫入抵抗分布を示している. また， Fig.6.15およびF i g. 6. 16は， それぞれCase-2の

場合における地盤内の含水比分布およびコーン貫入抵抗分布を示している. ただし， Case 

-1の場合は， 圧密期間tc=31日間の圧密過程(po=30kPa)に加えて， 第l段階の盛土荷重

(pl=+20kPa)をtL=3日間載荷した後， さらに， 第2段階の戟荷(P2二t20kPa)直後に盛土基

礎地盤がすべり破壊を生じた後の状態である. また， Case-2の場合は， 圧密期間tc=71日間

の圧密過程(po=30kPa)に加えて， 第3段階までの盛土荷重(P1tpdp3=20十20tlOkPa)を

t L = 81日開戦荷した後の状惣である.

(a) Case-1 (tcttL=31t3=34日間経過後〉

実験開始時におけるスラリー状の粘土試料の初期含水比がWo=96児であるから， F i g. 6. 13 

より， 粘土層中央の非排水境界においてはほとんど含水比の変化がないことが分かる. 日

い換えれば， 粘土層の上面および底面の排水境界付近のみ圧密が進行している. また， こ

のときの地盤の貫入抵抗(Fig.6.14)は含水比に対応してほぼ放物線分布を示しており，

粘土層中央においてはコーン貫入抵抗がほとんどゼロに近い. なお， F i g. 6. 14に示すよう

に， 地盤には複数のクラックが生じているが， 貫入抵抗の変化からはすべり線の形状は推

定することはできなかった.

(b) Case-2 (tcttL=71t81=152日間経過後)

圧密開始から合計で152日間経過しているため， Fig. 6.15に示した地盤内の含水比分布は

Case -1に比べてかなり一様化されている. そのため粘土層中央におけるコーン貫入抵抗

も大きく増加しているが， まだ深さ方向の貫入抵抗の差は大きい( F i g. 6. 1 6) . また， 盛

土中心直下の基礎地盤においては盛土荷重によって深さ約20cmまでさらに増加が認められ

る.
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6 - 4 _  2 事欠弓弓手占ゴ二封色豊�α〉主主λ、おまあ乞OJ詩書力口

と圭是芸奪三主去α〉元藍F目

まず， 盛土中心から遠く離れた地点におけるCase-lおよびCase-2の場合の盛土荷重載荷

前のコーン貫入抵抗(Case-l: x=75cm， t=31日間， Case-2: x=80crn， t=71日間〉とCase-2

の場合の同地点における築堤実験後のコーン貫入抵抗(Case-2: x=80cm， t=152日間〉を比

較する. これらの地点においては， 6. 3に述べた地盤の変形挙動から考察して盛土荷重

の影響が無視できると考えられる. したがって， F i g. 6. 1 7は， 等分布の上載圧による一次

元圧密に伴う軟弱粘土地盤のコーン貫入抵抗の増加を示したものと考えることができる.

圧密応力の増加量と載荷速度が大きく， 排水距離が長いために未圧密状態にある軟弱粘土

地盤においては， Fig. 6.17に示すように， 粘土層の排水境界と非排水境界での貫入抵抗の

増加量にたいへん大きいな差が生じる. 未圧密状態の軟弱粘土地盤のすべり破壊に対する

安定性をを検討する場合， 地盤の沈下量に基づく圧密度(平均圧密度)が用いられること

も少なくないが， 地盤内の強度分布を的確に把握することが重要である.

さらに， 盛土基礎地盤は二次元平面ひずみ条件の下に圧密変形とともにせん断変形が生

じるので地盤内の強度増加はより複雑である. F i g. 6. 1 Bは， 6. 4. 1に示したモデル地

盤の全ての地点における深度ごとの含水比(w)とコーン貫入抵抗(Qc)の関係を示したも

のである. データは少しばらついているが含水比と貫入抵抗との聞には， 圧密時間の異な

る土質試験で得られた含水比と非排水強度の関係と同様に， w-log Qcの直線関係が概ね成

り立つようである. この関係は盛土に伴う軟弱粘土地盤の強度増加を評価するうえで圧密

度に代わる重要な特性である.

第5章において庄密過程における非排水強度の評価式を次式のように提案している.

Cu t = Cu 0・cxp {(Co - Ct)/え) (5.10) 

ここで， Cu tおよび‘etはそれぞれ新たな載荷応力の下での任意の圧密時間tにおける非排

水強度および間隙比， CUoおよび‘eoはそれぞれ応力増加前の非排水強度および間隙比， À. = 

O.434Cc (Cc:圧縮指数)である.

非排水強度の代わりコーン貫入抵抗(Qc)を直接用いることとし， (5. 10)式により提案

法の適用性を検討した. 土粒子の比重: G.=2. 66， 飽和度: Sr=lOO児， 圧縮指数: Cc=0.524， 

初期含水比: wo=89. 7児， 初期貫入抵抗: Qo=17. OkPaを評価パラメータとして， (5.10)式に

より計算される含水比(w)と貫入抵抗(Qc)の関係をF i g. 6. 1 Bに示した. 実線で示した計
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盛土に伴う軟弱粘土地盤したがって，

の強度増加lに対しても提案法は適用可能であると考える.

算結果と実視IJ備の適合性は概ね良好のようである.
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6. 5 結 論

盛土に伴う軟弱粘土地盤の変形挙動やそのメカニズムの解明および軟弱地盤対策工法の

有効性の検討などを目的として， 築堤模型実験装置を新たに設計 ・製作した. 実験装置の

性能検定を行うとともに， 盛土に伴う軟弱粘土地盤の変形挙動と強度増加特性を検討する

ために， 圧密期間と盛土荷重の載荷速度が異なる2種類の模型実験を行った. そして， 盛土

に伴う軟弱粘土地盤の強度増加に対して， 第5章において提案した評価法の適用性を検討

した. 得られた主な結論は以下のとおりである.

( a ) 築堤筏型実験装置の開発

(1) 変形量が大きな軟弱粘土地維の筏型実験に適用できるシリコングリースとラパーシー

トによる壁而摩僚の軽減機構を考案し， その有効性を確認した.

(2) ラパープレッシャーバックによる上戦圧載荷機榊は， 圧密過程の大きな変形にも十分

追随できる. また， 盛土荷重戟荷過程においては， 地盤の変形を拘束することなく， 上

載圧を一定に保った正規圧密地盤の模型実験を行うことができる.

(3) 分割型載荷板による盛土荷重戟荷装置は， たわみ性基礎として地盤の変形を拘束する

ことなく， また ， 実際の煤土の断而形状を僕擬した荷重を築堤の施工過程を考慮、した段

階的な漸増荷重として戟荷することができる.

(4) 考案した壁而摩僚の軽減機構により土槽壁面に敷設したラバーシート は， しわになる

ことなく， 軟 弱粘土地盤の大きな変形に対しても追随して変形する. そのため， ラバー

シートに記した標点の変位を記録することにより地盤内の鉛直および水平変位を測定す

ることカ〈できる.

( b ) 盛上に伴 う 軟弱粘土 地盤の変形挙動と強度増加特性

(1) 圧密期間と盛土荷重の載荷速度が異なる2種類の模型実験においては， 盛土敷外の周

辺地盤が隆起する場合と沈下する場合などのように基礎地盤の変形挙動が明らかに異な

る. すなわち， 軟弱粘土地盤の圧密度と盛土荷重の載荷速度は基礎地盤のすべり破壊に

対する安定性ばかりでなく変形挙動にも大きく影響を及ぼす.

(2) 圧密応力の増加量と載荷速度が大きく， 排水距離が長い場合には， 軟弱粘土地盤は未

圧密状態が長時間継続する. したがって， 粘土層の排水境界と非排水境界での強度増加

量にたいへん大きいな差が生じる. 未圧密状態、の軟弱粘土地盤のすべり破壊に対する安
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定性を検討する場合， 地盤の沈下量に基づく圧密度(平均圧密度)を用いるのではなく，

地盤内の強度分布を的確に把握することが重要である.

(3) 未圧密状態の軟弱粘土地盤における最大水平変位は地盤内のコーン貫入抵抗が最も小

さい深度に生じる. したがって， 盛土の施工管理を行う場合には， 地盤内の強度分布を

的確に把握するとともに， 地表面の水平変位ではなく， 地盤内の最大水平変位を用いた

方が変形挙動を的確に予測することができる.

(4) 盛土に伴う軟弱粘土地盤の含水比(w)とコーン貫入抵抗(Qc)の変化量の聞には

w-log Qcの直線関係が認められる. この関係は盛土に伴う軟弱粘土地盤の強度増加を評

価 するうえで圧密度に代わる重要な特性である.

(5) w-log Qcの直線関係は， 第5章において提案した圧密に伴う粘土の強度増加の評価法

により予測できることが明らかになった. したがって， 盛土に伴う軟弱粘土地盤の強度

増加lに対しても提案法は適用可能である.
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第7章 総 括

本論文は， 圧密に伴う粘土の強度増加特性を僕型実験および室内土質試験により笑験的

に検討することにより， その定量的な把渥を行うとともに， 既往の評価法の問題点を指摘

した. そして， その成果に基づいて， 一次圧密から二次圧密までの全ての圧密過程におけ

る強度増加を評価する手法を提案したものである. 提案した評価法は， 試験結果に基づく

経 験則と最近の 時間依存性の圧密理論の主 流 である変形の ひずみ述度依存性を考慮した一

次元圧密理論を合理的に結びつけたものであり， 既往の試験結果を含む室内土質試験と築

堤模型実験の結果に基づいて， その妥当性および実際問j迦ーへの:i!草川性を切らかにした.

得られた成果は， 各章ごとにまとめて示したが， 総括すると以下のとおりである.

第1章では， 本論文の研究の背景とその目的を述べるとともに， 粘土の圧密と非排水強

度に関する既往の研究を整理し， 本論文の位置づけを明確にした. そして， 本論文の内容

と構成について， 各章の相互関係を示しながら， その槻田谷を紹介した.

第2章では， 軟弱粘土地盤の圧密の進行過程とそれに伴う貫入抵抗の増加特性を把屋す

るために， 軟弱粘土地盤の圧密過程を一次元モデルとして再現し， 引き続き貫入試験を実

施することのできる試験 装置を開 発 ・ 作 製 した. 開発した試験 装置の性能検定 を行うとと

もに， 低塑性のカオリンを用いた圧密時間の異なる一連の圧密 ・ コーン貫入試験を実純し

た. 得られた主な結論は以下のとおりである.

( a ) 軟弱粘土地盤の圧密・貫入試験装置の開発

(1) 載荷板の側面およびコーンのシャフトにOリングを設置し， さらに， 載荷板およびコ

ーンのフリクションスリーブをベアリングで支持することにより圧力セルの気密性を保
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持しつつ摺動部分の摩操力も軽減した. その結巣， 戦術応力， パックプッレシャーお

よび二重負圧を正確に負荷することができる.

(2) 排水層(上下面ともにろ紙l枚と不織布2枚)の載荷応力に対する圧縮量をキャリプ

レーションの結果から正確に求めておくことにより， 粘土層の沈下量を正確に算定する

ことカ〈できる.

(3) 二重負圧法とバックプッレシャーにより粘土層の飽和度を高めるとともに， 排水経路

と間除、水圧の測定経路を分離することで間隙水圧の測定精度を向上させた. さらに， 粘

土層内に間隙水圧の測定管を複数挿入した. そして， 測定管と間隙水圧計の間にろ紙と

ポーラスストーンを介し管内を脱気水で満たした. これらのことにより， 粘土層内の間

隙水圧分布を正確に測定することができる.

(4) 圧密試験に引き続き迅速で正確なコーン貫入試験が実施できる試験装置とした. ミ ー

サイズのコーンを用いてシャフトの外側にフリクションスリーブを設けた. これらのこ

とにより， 圧密過程の応力状態を変化させることなく貫入抵抗を正確に測定することが

できる.

(5) ミニサイズのコーンを用いた迅速で簡便な貫入試験を実施することで貫入試験の影響

とその範囲をできるだけ 抑 制すること， さらに， 空気圧を用いて試験 後述やかに粘 土層

を抜き出すことで乱れの少ない試料を採取することにより， 圧密応力により生じた粘土

層内の含水比分布を正確に測定することができる.

( b ) 軟弱粘土地盤の圧密挙動と貫入抵抗の増加特性

(1) 圧密過程における粘土層内の間隙水圧の等H寺山線(アイソクローン)は般物線分布を

しており， その消散過程は地盤の初期含水比， 圧密応力および排水条件に大きく影響さ

れる.

(2) 圧密過程における軟弱粘土地盤のコーン貫入抵抗の等時曲線を含水比および有効応力

の等時曲線とともに示した. 一次圧密過程における軟弱粘土地盤の貫入抵抗は， 粘土層

内において一定ではなく， 深度ごとに大きく異なる.

(3) 沈下量に関する圧密度によって地盤内の強度増加を予測するとことは圧密過程におけ

る強度増加を過大評価することになる.

(4) 圧密に伴う軟弱粘土地盤のコーン貫入抵抗の増加量は， 総じて圧密過程の有効応力の

増加量に比例するが， コーン貫入抵抗の増加量が有効応力の増加量より遅れているデー

タも認められる.
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(5) 圧密過程における軟弱粘土地盤内の含水比(w)とコーン貫入低抗(Qc)の聞には

w-log Qcの直線関係、が成り立つ.

第3章では， 圧密過程における軟弱粘土地盤内の応力状態を再現した室内土質試験を実

施して， 一次圧密過程における粘土の非排水強度の増加特性をより厳密に検討した. その

ために， 圧密過程における供試体の間隙水圧を制御するための装置を考案 ・作製した. 考

案した装置は供試体周面からの排水経路中にセラミックディスクを挿入したものであり，

特殊な方法を用いることなく通常の試験方法に準じて一次圧密過程における粘土の三軸試

験を実施できる. 低塑性のカオリンをmいた圧密時間の異なる一連の庄街非排水三軸Lf紛

試験を実施した結果， 以下のような結論が得られた.

(1) 考案した間隙水圧制御装置(Pore water pressuer Control Device. P. C. D)を用い

れば， 圧密過程における供試体を要素(応力とひずみが均一〉として評価できる.

(2) 一方で， P. C. Dは供試体の中心〈非排水面〉と周面(排水面)の間隙水圧の差(動水

勾 配)を小さく制御するので， 通 常 の三軸試験よりも供試体の間隙水圧の消散が退く，

圧密時間が長時間に及ぶ.

(3) 一次圧密過程における粘土の間隙比(e)と有効応力(p')の関係、は正規圧密線から

上方に逸脱した経路を辿る.

(4) 一次密過程における粘土の破壊線および有効応力表示の強度定数( c ·およびゆ. )は

圧密応力の大きさや圧密時間に無関係に一 定 である. また， 圧密打切り時の残留 | 間 隙 水

圧は有効応力経路に影響を及ぼさない.

(5) 一次圧密過程における粘土の非排水強度の増加は. u pおよびUεのいずれの圧密度

とも比例するのではなく， 圧密度よりも遅れて発現する.

(6) 強度増加率は， 一次圧密過程において一定ではなく， 圧密時間に依存して異なる.

(7) 一次圧 密 過程における粘土の 間 隙 比(e)と非 排水強 度 (Cu ) の 関 係には， lE的此; )J 

の大きさや圧密時間に無関係にe-log Cuの直線開係が成り立つ.

(8) 一次圧密過程における粘土の破壊線(e-log σm (' )および非排水強 度線(e-log Cu) 

ともに圧密応力の大きさや圧密時間と無関係に正規正密線(e-log p')に平行な唯一の

直線として表される.

第4章では， 一次圧密から二次圧密までの全ての圧密過程における粘土の強度増加特性
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を検討した. まず， 原位置において妓も普通にみられる応ノJ状態の一つである!( olE I，t<とそ

れに引き続く平面ひずみ状慰での強度増加特性を検討するために， K 0正常 ・ 平l面ひずみ二

軸試験装置の開発について論じた. 次いで， 高塑性の有lリj粘土を川いた正I��<時間の災なる

一連のKo圧密・ 平面ひずみ三軸圧縮試験を実施して， 一次圧密から二次圧密までの全ての

圧密過程における粘土の強度増加特性について考察した. 得られた主な結論は以下のよう

である.

(1) 開発した試験装置は， 特殊な制御システムを用いることなく通常の三軸試験とIpJ等の

操作方法によりKo圧密とそれに引き続く 平 面ひずみ状態における応力変化を再現でき，

しかも， 大変形が生じる粘土試料にも適用できる.

(2) K 0値は， 二次圧密過程において僅かながら地)J11するが増加の割合は小さく， 一定他

に近づく.

(3) 圧密過程における有効応力と間隙比の関係は， 従来， 一 次圧密過程では 正 規 圧 密線を

辿ると理解されていたが， 実際は全ての圧密過程を通じて正規圧密線から逸脱した経路

を辿る.

(4) 一方， 破壊時の平均有効主応力と間隙比の関係は， 一次圧密から二次圧密までの圧密

時間に依らず， 正規圧密線と平行な唯一の直線として表される. また， 同様に主応力差

~平均有効主応力平面における破壊線も圧密時間に依らず一定である.

(5) 非排水強度は圧密度とともに増加するが， 強度増加は， 有効応力およびひずみに関す

る圧密度のいずれに対しても比例するのではなく， 圧密度より遅れて生じる.

(6) 圧密応力が異なる正規圧密線上の粘土の相互関係においては非排水強度は圧密応力に

比例するが， 一連の圧密過程において強度増加率は一定ではないと解釈することがより

一般的である. 強度増加率は， 全ての圧密過程を通じて一定ではなく， 庄密時間に大き

く依存して異なる.

(7) 圧密過程における間隙比( e )と非排水強度(Cu)の関係には， 一次圧密から二次

圧密までの全ての圧密過程を通じてe -log Cuの直線関係が成り立つ.

第5章では， 変形のひずみ速度依存性を考慮、した一次元圧密理論と第2章~第4章にお

いて得られた圧密過程における間隙比(含水比)の減少量と非排水強度の増加量の一義性

の経験則を結び付けることにより， 一次圧密から二次圧密までの全ての圧密過程における

飽和粘土の非排水強度の増加を評価する手法を提案した. 計算結果と既往の試験結果を含
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む各種の試験結果を比較することにより評価法の検証を行った. 主な結論は以下のようで

ある.

(1) 変形のひずみ速度依存性を考慮、した一次元圧密理論と圧密過程の強度増加特性を結び

付けるためには強度増加に影響を及ぼす圧密応力を新たに評価することが重要である.

(2) 新たな圧密応力パラメータとして “換算圧密応力(p* : conversion stress) " を定

義した. 換算圧密応力は， 圧密過程における間隙比の減少量のみで算定されるものであ

り， 間隙水圧の有無に無関係に全ての圧密過程において定義される.

(3) 圧密過程を評価するための新たなパラメータとして “圧密進行係数(Cp* : coeffi-

cient of consolidation process) " を定義した. 圧密進行係数は， 従来の圧密度に代

わるものであり， 換算圧密応力に基づいて 算定されるので二次圧密を含む全ての圧密過

程における圧密進行の程度を表すことができる.

(4) 換算圧密応力は一次圧密過程において実際の有効応力よりも遅れて進行する. 繰返し

粘土の非排水強度は， 有効応力に比例するのではなく， 換算圧密応力と比例関係にある

ことを示した. すなわち， 換算圧密応力を用いることにより強度増加率を間隙水圧の有

無に無関係、に全ての圧密過程を通して 一定として取り倣うことができる.

(5) 圧密進行係数は応力およびひずみに関する庄密度のいずれよりも遅れて進行する. 練

返し粘土の非 排水強度の増加量は， 圧 密度に比例するのではなく， 圧密進行係数と比例

関係にある.

(6) 以上の考察により， 二次圧密を含む全ての圧密過程における飽和粘土の非排水強度の

評価式を圧密進行係数と強度増加率を用いて誘導した. 換算圧密応力に基づいて誘導さ

れた評価式は， 圧縮指数および基準時間における間隙比と強度増加率を計算定数として，

間隙比の減少量のみの関数として表される.

(7) 練返し粘土に対する本評価法の適合性は， 室内土質試験(三軸試験および一面せん断

試験) において概ね良好であった.

(8) さらに， 不撹乱粘土に対する適合性を室内土質試験において 検討した. その結果も比

較的良好であった. この場合， 対象とする応力範囲に応じた強度増加 率と圧 縮指数を用

いることが重要であると考えられる.

第6章では， 盛土に伴う軟弱粘土地盤の変形挙動やそのメカニズムの解明および軟弱地

盤対策工法の有効性の検討などを目的として， 築堤模型実験装置を新たに設計 ・ 製作した.
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実験装置の性能検定を行うとともに， 盛土に伴う軟弱粘土地盤の変形挙動と強度増加特性

を検討するために， 圧密期間と盛土荷重の載荷速度が異なる2種類の模型実験を行った. そ

して， 盛土に伴う軟弱粘土地盤の強度増加に対して， 第5章において提案した評価法の適

用性を検討した. 得られた主な結論は以下のとおりである.

( a ) 築堤模型実験装置の閲発

(1) 変形量が大きな軟弱粘土地盤の模型実験に適用できるシリコングリースとラバーシー

トによる壁面摩擦の軽減機構を考案し， その有効性を雌認した.

(2) ラバープレッシャーバックによる上戦正戦術機備は， 1五倍j品位の大きな変形にも1-分

追随できる. また， 盛土荷重載荷過程においては， 地盤の変形を拘束することなく， 上

戟圧を一定に保った正規圧街地盤の偵型災験を行うことができる.

(3) 分割型載荷板による盛土荷重戟荷装置は， たわみ性基礎として地盤の変形を拘束する

ことなく， また， 実際の盛土の断面形状を模擬した荷重を築提の施工j品店を考慮した段

階的な漸増荷重として載荷することができる.

(4) 考案した壁面摩擦の軽減機摘により土糟壁面に敷設したラパーシートは， しわになる

ことなく， 軟弱粘土地盤の大きな変形に対しても追随して変形する. そのため， ラパー

シートに記した標点の変位を記録することにより地盤内の鉛直およびJK平変位を測定す

ることができる.

( b ) 盛土に伴う軟弱粘土地盤の変形挙動と強度増加特性

(1) 圧密期間と盛土荷重の載荷速度が異なる2種類の模型実験においては， 盛土敷外の周

辺地盤が隆起する場合と沈下する場合などのように基礎地盤の変形挙動が明らかに異な

る. すなわち， 軟弱粘土地盤の圧密度と盛土荷重の戟荷速度は基礎地盤のすべり破域に

対する安定性ばかりでなく変形挙まめにも大きく影響を及ぼす.

(2) 圧密応力の増加量と載荷速度が大きく， 排水距離が長い場合には， 軟弱粘土地盤は未

圧密状態が長時間継続する. したがって， 粘土層の排水境界と非排水境界での強度増加

量にたいへん大きいな差が生じる. 未圧密状態の軟弱粘土地盤のすべり破壊に対する安

定性を検討する場合， 地盤の沈下量に基づく圧密度(平均圧密度)を用いるのではなく，

地盤内の強度分布を的確に把握することが重要である.

(3) 未圧密状態の軟弱粘土地盤における最大水平変位は地盤内のコーン貫入抵抗が巌も小

さい深度に生じる. したがって， 盛土の施工管理を行う場合には， 地盤内の強度分布を

的確に把握するとともに， 地表面の水平変位ではなく， 地盤内の最大水平変位を用いた
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方が変形挙動を的確に予測することができる.

(4) 盛土に伴う軟弱粘土地盤の含水比(w)とコーン貰入低抗( Q c )の変化量の聞には

w-log Qcの直線関係が認められる. この関係は盛土に伴う軟弱粘土地盤の強度増加を評

価するうえで圧密度に代わる重要な特性である.

(5) w-log Qcの直線関係は， 第5章において提案した圧密に伴う粘土の強度増加の評価法

により予測できることが明らかになった. したがって， 盛土に伴う軟弱粘土地盤の強度

増加に対しても提案法は適用可能である.
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導とご援助をいただくとともに， 著者を研究者への道へ導いていただきました. ここに深

甚なる感謝の意を表す次第です.
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ご援助をいただくとともに， 公私にわたるご配慮をいただきました. 深く感謝いたします.
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